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北 方 林 業 研 究 室

A天 然 更 新 に よ る ミズ ナ ラニ 次 林 の 用材 林 作 業 に 関す る試 験

1.ミ ズナラ用材林作業法に関する研究

青 木 尊 重 ・宮 崎 安 貞 ・今 田 盛 生

は じ め に

本研究は、北海道のきび しい風土条件下に診いて も更新の確実性が高 ぐ、将来の労働力不足下

に誇いて も施業の実行が可能であるとともに、本道の森林資源のうち高蓄積優良材としての特性

を もち、将来次第に需要が増大する電のと推灘される大径優良材生産の可能性を 電つたミズナラ

を対象とし、そのミズナラの罵材生産に関 ずる基本的組織化の究明を目的とするものである。

昭和・41年度においては、以上の目的のためにつぎのような試験地の設定誇よび調査測定結果

のとりまとめを行なつた。

1)枝 打試験地測定(5月10～5月16日)

2)幼 樹の側圧効果試験地測定(6月16日 ～6月18日)

5)林 地発芽率試験地調査(7月5日 ～7月6日)

4)林 分結実量調査林の設定(ア 月G2日 ～9月19日)

5>単 木結実量調査木の設定(7月 窪2日 ～9月19日)

6)単 木結実量調査木の結実量調査(9月298～9月24績)

7)種 子散布試験地の設定(9月28B～39月26日)

8)林 地発芽率試験地播種作業(10月18H～19月21賑>

9)林 分結実量調査林の結実量調査(14月8H～11月12B)

な鉛つぎの試験地は、本年度が測定期にあたらず、経過を観察したものである。

1)稚 樹刈出試験地 、

2)除 ・間 ・択伐試験地

5>枝 打試験地(一 部)

つぎに・本年度において設定 ・調査測定を実施した試験地について、その結果を報告する。

s林 分診よび単木結実量調査



本研究は、 ミズナラ用材生産に於ける更親宍の決定お よび更新過程の施業に関する基礎的な資

料とするべ ぐ踊始したもので、年令、樹種の異なる林分診よび単木の結実量や発芽率がいかに変

化するかを追求し、かつ単位面積のミズナラ林に年々落下する種子量を推定するとともに、 ミズ

ナラの結実豊凶性を解萌することを自的とする ものである。

調査方法、調査結果およびその結果の分析 ・考察 ま、演習駄集報第22号 に発表予定であるの

で ここでは省略する0

2.種 子散霧試験

太研究は、 ミズナラ用材生産に論ける更新語よび伐採過程の施業に関する基礎的な資料とすべ

ぐ開始したもので、林地の傾斜度によつて単木および林分からの種子の散布状態がいかに変化す

るかを追求するものである。

昭和40年 に予備試験を行なつた結果に電とついて、昭和41年9月28日 から10月26H

の間に、本演習林第5林 班ろ小斑(単 木)と 第9林 斑と小確(林 分)に 試験地を設定したo

なお試験地設定終了後には、設定が遅れたので種子がすべて落下したあとであつたので、種子

の散布状態を調査することができず、ここでは設定方法のみについて林分於よび単木劉にのべる。

(つ 林分からの種子散布試験地

曝〉 分散分析の要因診よび水準

a)傾 斜度(1):5水 準

1蓬:緩 傾斜(E')

距9中 傾斜(1Ef')

巫き:急 傾斜(28)

b)被 覆(C):2水 準

ミズナラ種子は鳥獣による食害を うけるので、その状況を瞬らかにするため、金網で被覆した

調査ベル トと被覆していない調査ベル トを設定 した。

儀$金 網被覆の調査ベル ト

c2:金 網被覆のない調査ベル ト

c)距 離(1))罰5水 準

樹冠下からはなれるにしたがつてiDi、D2・ 一一一一一・Dl5と する。

d)繰 返 し(Block)95距1

傾斜度別論よび被覆別に、それぞれ5本 の縄査ペル トを設定 した。 したがつて、調査ベル1(t*1

合計5(傾 斜度)×2(被 覆)× ろ(Block)=:18本 となる。



2)調 査 ベル ト設定 万 法

調 査 ベル トは ・巾a8欺 長 さ18mで それ をG5に 針 金で 分 画 し た もの で あ る。距離 別 に

分 醗 続1pl・tの 醸 は8・8m×1・2m(・ ・18/1S)÷1・ ・m・e,Cなる.初 状 況 を 模式 的 〃ζ

図示 す る と第G図 の と:is-si)であるo

② 単 木 か らの種子 散 布 試験 地

1)分 散分 析 の要 因 於 よび 水準

被 覆C)お よび 距離(D>eCつ い て は、 林分 の場 合 と同 一一水準 とす るが 、傾 斜 度(1)慶 よび繰返 し⑥

につ い ては つ ぎの とお りで ある。

a>傾 斜 度(1>94水 準

Il:平 坦(0。)

129緩 傾斜(10。)

15竃 中傾 斜(15。)

142急 傾 斜(25o)

b)繰 返 し(B)

地 形 上、 繰 返 し(Bloek)の た めの 調査 ベル トを 設定 す る こ とが で きなか つ たの で 、繰 返 し

働 な しで分 散 分 析 を行 な うもの とす る。

2)調 査 ベル ト設定 方 法

1本 の単 木 母樹 を 中心 と して4方 向 に林分 と同 一 の 方法 で 調査 ペル トを 設 定 したG



第1図
調 査 ベル ト設 定 状 況(林 分)
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乙 林地発芽率試験

本研究は、 ミズナラ用材生産の更新お よび伐採過程、主 として更新過程に診ける播種方法の基

礎的資料とするために開始したもので、異なつた立地条件および播種方法によつて、発芽率がい

かに変化するかを追求することを目的とするものである。

試験および分析方法については、昭和40年 度の 研 究経過報告書で明らかにしたのでここ

では省略し、昭和40年10月 中旬に予備試験のため、本演習林15林 班の約180年 生のミズ

ナラ老令木の種子を各試験地に播種した結果を昭和41年 ア月5、6日 に調査 したが、その結果

について報告する。

(1)予 備試験結果

発芽率調査結果を林間 と林外(疎 開地)別 にそれぞれ示す と第1表 鉛よび第2表 のとおりであ

る。

第1表 林 内 の 発 芽 率 調 査 結 果

注)1)掻 種方 法(T)は つ ぎの とk・りc

T1:A層 表面 下5c超(種 子 を 埋 込 む。

T2:A層 表 面 下1臓 に種子 を 埋 込 む。

T3:A層 表 面 上 に種子 を定 着 させ る。

T4:Aotg表 面 上に種 子 を 定着 させ る。

2)B1・B2・B5は 繰返 しo



導2表 林 外(疎 開 地)の 発 芽 率 調 査 結 果

(2)予 備調査結果について

昭和40年5月27日 に強い晩霜があつて、 ミズナラは大きな被害をうけ、結実量は窓わめて

少な ぐ未熟の種子が多かつた。第1、 第2表 の結果はこれらの不良種子の発芽率であ り、 したが

つて発芽率が きわめて悪 ぐなつている亀のと推測される。

この結果は、極端な異常気象の原因による ものであるから本年度は分析 ・検討を行なわず、昭

和41年 鴇 月G8H～21霞 に播種 した結果を本年 ア月上旬に調査する予定であるから・その

調査結果と比較 して分析 ・検討を行なうものとする。
ノ

ところで現在までの調査観察により、 ミズナラ種子は リス・野兎猟・カケスなどによる食害を

うけやす ぐ、林地の発芽率に相当大きな影響をおよぼし、ひいては天然更新の成否を左右する一

因子となるものと推察される。そこで播種した直後にば金網被覆を行なつたが、その後金網被覆

を撤去して、実際上の施業実行の基礎的資料を得るためにも・自然状態に誇ける発芽率を明らか

にすることにした。金網撤去によつて、!1?5区(A層 表面上に種子を定着させる方法)の 種子が

各試験地とも相当食害されて$'S3、T5区 の癸芽率がかな参低下するものと推測されるo

、 な夢昭和40、43年 度の結果については、沼和4211:・30月 の員本林学会北海道支部大会で

発表する予定である。



4.稚 幼 期の 生 長にお よぽす 側 圧 試験

一般 に広葉 樹用 材 林 施 業 に おい て は、幼 令 時 までは 密立 した立 木状態 を維持 させ、 林 木 相 互間

の 側 圧効果 に よつて 形 質生 長 の助 長 をは か る こ とが 施 業要 件 の ひ とつ とされ て い る。 したが つ て

ミズナ ラ用 材林 施 業 に訟 い て も、以 上 の よ うな側 圧効 果が 施 業 要 件 の ひ とつ で あ る ことを立 証す

る とと もに 、適 正な 側圧 程度 を見 出す こ とが 必 要 で あ ろ う。

この よ うな観 点 か ら本 研究 は 、 側 圧程 度 の異 なつ た ミズナ ラ稚 令林(4年 生)の 樹 高生 長 量 ・

枝下 高形 成量 ・枝 張 伸 張量 ・直径 生 長量 を2年 間 隔 で測 定 し、 側 圧効 果す な わ ち単 位面 積当 りの

成 立本 数 密 度 に よる効 果 が ミズナ ラ幼樹 の生 長 にお よぼ す 影響 を 明 らかにす る もの であ る。

本 試験 地 は 、昭 和39年6月 に本 演 習林 第9林 班、 ほ 小班 の4年 生 ミズ ナ ラ林(山 火 再生 林)

に 側圧 操作 を行 なつ て設 定 し、2年 経 過 後 の 昭 和41年6月 に第1回 目の 測定 を 実 施 した と ころ

2、5の 知 見が 得 られ た。 そ れ につ いて の詳 細は 、 九大 演 習林 集 報 に発 表す る予 定 であ る か らこ

こでは 省略 し、 そ の概要 につい て のべ る とつ ぎの とお りで あ る。

(つ 単木 の平 均樹 高生 長 量 には 側 圧程 唆の変 化 に よつ て 高度 の 有意 差が認 め られ・ 単 木 の平 均

樹 高生 長量(Z)と 側 圧程 度す な わ ち単位 面 積当 り(ha当 り)の 成立 本数(N)の 間 には ・つ ぎの

よ うな直 線 に よつ て 示 され る回帰 が認 め られ た。

Z==88.985320-・ 一一e.000667N

② 林分 の総樹 高生 長量(NZ)は 、 つ ぎの よ うな 回帰 式 で示 さ れ・ha当 り成 立本 数 が 約

66700本 の と き最 大 とkる 。

NZ==88.985320N_L.000667N2

(3)単 木 の平 均 枝下 高 には 有 意 差が 認 め られ なか つ た が、 第2回 目(2年 後)の 測 定時 には枝

下 高 が 側 圧程度 の増 減 と正 比 例的 に変 化す る傾 向が 明 らか に なる もの と推測 され る。

(4)単 木 の平 均 枝 張 には 高度 の 有意 差が認 め られ 、 極 弱度 側 圧(ha当 り成立 本数11350本)

とほ か のす べて の側 圧 区に大 きな差が あ り、 弱 度側 圧 区(ha当 り成 立 本数15550本)～ 極 強度

側 圧 区(ha当 り成 立 本数57450本)の 問 には 差が ない もの と認 め られ た。

(5)単 木 の平 均直 径生 長 量 には 高度 の 有意 差が認 め られ、 単 木 の平 均 直 径生 長 量(Z)と 側圧 程

度 す な わ ち単 位 面積 当 り(ha当b)の 成 立 本数(N)の 間 には 、つ ぎの よ うな 双 曲線 に よつ て示 さ

れ る 回 帰が認 め られ た。



(6)稚 幼期(幼 令初期)において 、密立 した立木状態を維持させて、幼樹相互間に強度の側圧

をかければ、形質生長を助長させることができると推測され、このような施業を行なうならばミ

ズナラ用材生産の可能性は潟分にあると認められた。

⑦ この研究の結果は、 ミズナラ用材林作業法に論ける椎幼期の保育施業に閣する基礎的資料

となる ものである。

5.枝 打試験

一般に広葉樹用材林施業に於いては、無飾で完満な高級優良材生産を指向することはきわめて

重要である。 しかし、枝打の程度、方法語よび時期などによつては生長に悪影響を与える。 また

枝打された切口から菌が優入して材を腐朽させるおそれがあり、材質改善のための枝打の霞的は

失なわれ、逆に材質改悪になりかねない。さらに経済上の面からも、材質改善によつて材の価値

を増し、枝打に要する費用を償つて余りあるものでなければならないo

したがつて以上のような技術的論よび経済的な面に齢いて も、優良なミズナラ用材生産に対す

る合理釣な枝打技術を研究する必要がある。そこで、昭和49年 度の研究経過報告書にのべたよ

うな方法で昭和59年 度から枝打に関する研究をはじめた。

で1)測 定結果

本年度は2年 間隔で測定する切口癒合率の35年 生お よび37年 生の枝打試験地の灘定年度に

あたり4月 に測定を行なつた。その結果は第5表 のとおりである。



第5表 切 口 癒 合 率 測 定 結 果



(2)考 察

試験地の林分がまだ幼令林であるから枯枝が少な ぐ、枯枝打の切ロが少ないので適確な判断は

できないが、語訟むね枯枝の切口よりも生枝の切口の方が癒合がはやいとみなされる。つぎに生

枝について切口の大きさを考えずに各試験区の平均癒合率を算出すると第4表 のと鉛りである。

第4表 平 均 癒 合 率

第4表 から、論慶むね林令が低いほど癒合度が高 ぐ、また疎開度が強いほど癒合がはやい とい

う傾向があるとみなさわるようであるが、さらに今後緬愚をみる必要がある。 なお細部にわたる

分析 ・検討は、この2試 験地以外の4試 験地の癒合率を昭和42年4～5月 に測定するので、そ

の結果と総括 して行なうものとする。


